
秋田県内の市町村では、森林経営管理制度の推進を担う専門知識を持った人材の不足が課題となっている。
市町村が実施する森林調査等の効率化及び省力化を図るため、航空レーザ計測を実施し、計測成果を各市町村へ提供している。

□ 事業内容
航空レーザ計測による森林資源情報のデジタル化

• Ｒ２～Ｒ６年度を第１期計画期間とし、事業に参画している県内８
市町村を対象とした航空レーザ計測及び地形解析を実施（Ｒ５年度
は大館市ほか２市町で実施）。

• 計測成果品は参画市町村に提供し、各市町村における森林資源解析
等に活用。

【事 業 費】Ｒ５年度 １１７，６５３千円
（全額譲与税）

計画事業費 ５９０，０００千円
【Ｒ２～６】 （全額譲与税）

【実 績】Ｒ５年度実施面積 Ａ＝３４７．６９ｋ㎡

秋田県 （森林資源情報デジタル化推進事業）市町村支援

（成果品活用研修会）（成果品の例：微地形表現図）

◇ 基礎データ

※１：「2020農林業センサス」より、※２：「R2年国勢調査」より

・森林経営管理制度の主体となる市町村において、林業の専門知識
を持った人材が不足している。
・森林調査を担う林業労働者が減少、高齢化傾向。
・慢性的なマンパワー不足の中、森林調査を効率的に実施するため、
航空レーザ計測により森林資源情報のデジタル化を図る。

□ 取組の背景

□ 工夫・留意した点
・より効率的な計測計画策定のため、参画市町村及び有識者と
の意見交換会を実施し、計画に反映。
・県が主体となり発注事務を一括して行うことで、広範囲で効
率的な計測を実施。
・計測成果品の活用方法に関する研修会を開催し、市町村担当
者を支援。

□ 取組の効果
・当県民有林の約34%を本事業により計測（Ｒ５年度末現在）。
・提供した成果品は、各市町村における森林資源解析業務に活用
されている。

（※１）：176,572ha①令和５年度譲与額：147,276千円

④ （※２）：2,235人③人口（※２）：959,502人


